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メンタルヘルスケアの全国展開を目指して
－母と子のメンタルヘルスフォーラムの開催を契機に－

公益社団法人日本産婦人科医会
幹事長 栗林 靖

日本産婦人科医会 第88回記者懇談会 平成27年6月10日

内容

1. 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第10次報告）
（平成２６年９月１９日）

2. 医会発刊の“妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連
携マニュアル”

3. 周産期メンタルヘルスケア推進に関するアンケート調査
（“母と子のメンタルヘルスフォーラム”開催のための調査）

4. 医会の“母と子のメンタルヘルス”に対するACTION＆ACTION PLAN

5. “母と子のメンタルヘルスフォーラム”開催のご案内
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子ども虐待による死亡事例等の
検証結果等について（第10次報告）

（平成２６年９月１９日）

社会保障審議会 児童部会
児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会
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虐待死 心中

社会保障審議会児童部会児童虐待等検証専門委員会第1〜10次報告

虐待による死亡数の推移

○ 児童虐待によって子どもが死亡した件数は、高い水準で推移。

平成21年～22年

＊妊婦健診公費負担制度

＊出産育児一時金増額

＊産科医療補償制度 等
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低年齢に集中、特にゼロ歳児が
多い傾向は第１次から第10次報告

まで一貫している。
0歳児240／546例（44%)

死亡した子どもの年齢

社会保障審議会児童部会児童虐待等検証専門委員会第1〜10次報告
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０歳児虐待死２４０例月齢別人数

・0ヵ月（111名）： 46.3％
（日令 ０ 日 ９４人（８５％））

・1ヶ月～12ヶ月（129名）： 53.7％

社会保障審議会児童部会児童虐待等検証専門委員会第1〜10次報告
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区分
０日 ０か月 合計

人数 構成割合（％） 人数 構成割合（％） 人数 構成割合（％）

実母 ８８ 93.6 13 76.5 101 91.0

実父 1 1.1 2 11.8 3 2.7

実母・
実父

4 4.3 2 11.8 6 5.4

不明 1 1.1 0 0 1 0.9

計 ９４ 100 17 100 111 100

０日・０か月児 事例の加害者

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第１０次報告）より
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０日・０か月児死亡事例（第1次～第10次累計）

実母の年齢 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第１０次報告）より

０日児
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子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第１０次報告）より

０日・０か月児死亡事例（第1次～第10次累計）

実母の状況

区分

0日(94人) 0か月(17人) 合計(111人)

人数
構成割合／94

人 人数 構成割合／17人 人数 構成割合／111人

望まない妊娠 67 71.3% 7 41.2% 74 66.7%

精神的問題あり 4 4.3% 4 23.5% 8 7.2%

経済的問題あり 19 20.2% 2 11.8% 21 18.9%

若年出産経験あり 35 37.2% 9 52.9% 44 39.6%

過去の遺棄あり 13 13.8% 1 5.9% 14 12.6%

年次

心中以外の虐待死 心中による虐待死
計

精神疾患あり 精神疾患なし 不明 精神疾患あり 精神疾患なし 不明

例数 人数 例数 人数 例数 人数 例数 人数 例数 人数 例数 人数 例数 人数

第5報告 7 7 10 10 29 33 5 5 6 9 22 35 79 99

第6報告 2 2 18 19 25 25 7 7 8 10 16 23 76 86

第7報告 2 2 16 16 15 17 2 3 5 6 10 12 50 56

第8報告 7 7 7 7 17 20 13 14 6 9 8 10 58 67

第9報告 6 6 24 26 9 9 8 9 7 10 11 17 65 77

第10報告 7 8 15 15 19 19 7 9 4 4 12 16 64 71

計 31 32 90 93 114 123 42 47 36 48 79 113 392 456

虐待の加害者が実母であった事例とその子どもの死亡人数の推移

13.2％ 26.8％
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区分 心中以外の虐待死 心中による虐待死

統合失調症 15 7
妄想性障害 0 1

急性一過性精神病性障害 0 1

その他の精神病性障害 1 0
うつ病 12 20

双極性障害 0 2
気分変調症 0 2

不安障害 0 1
パニック障害 2 3

適応障害 1 2

PTSD 0 1
摂食障害 2 0

産褥精神病 1 0
パーソナリティ障害（境界性も含む） 1 1

広汎用性発達障害 0 1
診断名不明 4 5

実数 31 42

精神疾患のある実母の診断名（複数回答）
＜第5次～第10次報告までの累計＞

48.4％

38.7％ 47.6％

区分

心中以外の虐待死 心中による虐待死 計

例数 構成割合 例数 構成割合 例数 構成割合

１９歳以下 5 5.6% 0 0.0% 5 4.0%

２０歳～２４歳 30 33.3% 1 2.8% 31 24.6%

２５歳～２９歳 19 21.1% 1 2.8% 20 15.9%

３０歳～３４歳 11 12.2% 15 41.7% 26 20.6%

３５歳～３９歳 19 21.1% 9 25.0% 28 22.2%

４０歳以上 6 6.7% 10 27.8% 16 12.7%

計 90 100.0% 36 100.0% 126 100.0%

子どもの死亡時における実母の年齢（精神疾患診断なし）

＜第5次～第10次報告までの累計＞
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区分
心中以外の虐待死 心中による虐待死 計

例数 構成割合 例数 構成割合 例数 構成割合

１９歳以下 1 3.2% 0 0.0% 1 1.4%

２０歳～２４歳 2 6.5% 2 4.8% 4 5.5%

２５歳～２９歳 4 12.9% 7 16.7% 11 15.1%

３０歳～３４歳 8 25.8% 5 11.9% 13 17.8%

３５歳～３９歳 10 32.3% 12 28.6% 22 30.1%

４０歳以上 6 19.4% 16 38.1% 22 30.1%

計 31 100.0% 42 100.0% 73 100.0%

子どもの死亡時における実母の年齢（精神疾患診断あり）

＜第5次～第10次報告までの累計＞

区分
心中以外の虐待死 心中による虐待死

人数 構成割合 人数 構成割合

切迫流産・切迫早産 1 2.9% 2 11.8%

妊娠高血圧症候群 2 5.9% 2 11.8%

喫煙の常習 4 11.8% 1 5.9%

アルコールの常習 1 2.9% 1 5.9%

マタニティーブルーズ 3 8.8% 5 29.4%
望まない妊娠／計画していない

妊娠
9 26.5% 2 11.8%

若年（１０代）妊娠 3 8.8% 2 11.8%

母子健康手帳の未発行 2 5.9% 1 5.9%

妊婦健診未受診 7 20.6% 0 0.0%

性感染症・肝炎ウィルスの感染 0 0.0% 0 0.0%

胎児虐待 2 5.9% 0 0.0%

その他 0 0.0% 1 5.9%

計 34 100.0% 17 100.0%

妊娠期・周産期の問題（精神疾患診断あり）

＜第5次～第10次報告までの累計＞
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心中以外 心中

児童相談所 15（48.4％） 10（23.8％）

市町村 16（51.6％） 12（28.6％）

その他の機関
複数回答

27（87.1％） 38（90.5％）

従来に比し、各関係機関の関与が多いことが確認された

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第１０次報告）より

関係機関の関与

心中以外 心中

児童相談所 22（24.4％） 5（13.9％）

市町村 23（25.6％） 2（5.6％）

その他の機関
複数回答

72（80.0％） 32（88.9％）

【精神疾患診断あり】

【精神疾患診断なし】

＜第5次～第10次までの累計＞

医会発刊の
“妊娠等について悩まれている方のため
の相談援助事業連携マニュアル”
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妊娠等について悩まれている方のため
の

相談援助事業連携マニュアル

公益社団法人日本産婦人科医会

平成２３年１０月

１．はじめに

２．日本産婦人科医会が実施する

妊娠等について悩まれている方のための

相談援助事業
３．子どもを守る地域ネットワーク

（要保護児童対策地域協議会）等について

４．事業全体像と各医療機関内組織図

５．スタッフ教育の手引き

６．ハイリスク症例発見のためのチェックリスト
７．ハイリスク症例を発見した時の対応

８．未受診妊婦等医療機関を

受診されない妊婦さん対策への参画

９．保護・支援制度等について
１０．「妊娠等について悩まれている方の

ための相談援助事業」Ｑ＆A

１１．安心こども基金各都道府県担当課一覧

１２．参考資料

www.jaog.or.jp/sep2012/News/2011/soudan/manual_2011.pdf

〇



10

「妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業」における妊産婦との経時的な関わりとその対応

妊娠 分娩 産褥

子育て

支援が必要な妊産婦の抽出→通知（情報提供＆共有・支援依頼）

⑫
赤
ち
ゃ
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ッ
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⑧
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後
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ッ
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推
進

⑨
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（
改
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⑦
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で
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で
の
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ス
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後
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

④
診
察
時
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

③
受
付
で
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

②
初
診
時
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

要
支
援
妊
婦
の
抽
出

妊
娠
届
出
書
発
行

妊
娠
に
関
す
る
情
報
提
供

①
初
診
時
問
診
・
ア
ン
ケ
ー
ト

産
科
医
療
機
関

行
政

母
子
健
康
手
帳
発
行

（
情
報
収
集
）

連携は、統一書式を用い情報の共有を図り継続的な支援に心がける

（
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
）

そ
の
他
の
支
援

（
未
熟
児
訪
問
）

（
新
生
児
訪
問
）

訪
問
事
業

母
子
保
健
法
に
基
づ
く

養
育
支
援
訪
問
事
業

（
こ
ん
に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん
事
業
）

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業

（
家
庭
訪
問
）

妊
婦
訪
問

養育支援連絡票
＊

精神科 小児科

両
親
学
級

妊
婦
健
診
公
費
負
担

小児科

養育支援検討会

開催

安
心
母
と
子
の
委
員
会

精神科

＊診療情報提供料２５０点 〇
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医師

看護師

看護助手

その他事務職員

保健師

助産師

安心母と子の委員会（産科等医療機関内）

全スタッフが同じ姿勢で対応できるように、 例えば
「安心母と子の委員会」を設置し、定期的に研修する。

安心母と子の委員会

対社会活動：講演等やパンフレット配布等で情報提供にも
努める。
様々な支援があること等を広報。

妊娠･出産･子育て等に係る相談体制等の整備について

○妊娠等に悩む人たちからの相談に対し、各相談機関が、相互に連
携して適切な対応を行えるようにするとともに、社会的養護による支
援制度について、各相談機関等に周知し、必要とする人への的確な
情報提供と活用の促進を図り、児童虐待の防止を図ることが必要。

児童相談所 保健所 市町村保健
センター 福祉事務所 婦人相談所

妊娠等に関する相談窓口 ※各都道府県で設置、周知。 相談内容に応じて他の相談機関を紹介し連携

女性健康
支援センター

相
談
窓
口

里親
養子縁組

（特別養子縁組・普通
養子縁組）

乳児院 母子生活支援
施設 婦人保護施設助産施設

保
護
・
支
援
制
度

産科等医療機関 NPO、各団体等妊娠等に関する相談（望まない妊娠含む）
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女性は、妊娠と判明して・・・・・

母子健康手帳受領

妊婦健康診査

母親学級受講

分娩が待ち遠しい

育児が不安

抑うつ状態

望まぬ妊娠

人工妊娠
中絶

飛び込み出産

乳幼児虐待

母子健康手帳未受領

妊婦健康診査未受診

うれしい
困った…

生みたくない

妊婦の心のスクリーニング

妊婦のメンタルヘルスケア

妊娠等の悩み相談窓口 行政の相談窓口 NPO、各団体等

１．死亡した子どもの年齢は、低年齢に集中、特にゼロ歳児が多く、0歳児の
死亡は240／546例（44%)であった。

２．加害者（0日・0か月児死亡事例）は、実母が91%を占め、19歳以下の若年
者と30歳～39歳に多かった。

３．実母の状況（0日児死亡事例）を見てみると望まない妊娠が70 %を超え、
次いで若年出産経験あり、経済的問題ありが続いていた。
0日以降の0か月では、精神的な問題が増加傾向であった。

4. 実母が精神疾患を有する場合、心中による虐待死は実母の年令と共に高くなってい
る。

５．産科医療施設では、妊婦さんのメンタルヘルスケアにも従来以上に配慮した
妊婦健診を提供し、妊娠等で悩める妊産褥婦を一人でも多く救うため、
チェックリスト等で情報収集し適切に対応することが必要である。

まとめ



13

周産期メンタルヘルスケア推進に関する
アンケート調査

本調査は、厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業）「養育支援を必要とする家庭に対する保
健医療福祉の連携に関する実践的研究」（子ども虐待防止研究班）の一部として実施されたものである。

平成27年1月5日

会員各位

公益社団法人日本産婦人科医会

会 長 木下勝之

周産期メンタルヘルスケア推進に関するアンケート調査のお願い

拝啓 時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。

公益社団法人日本産婦人科医会が行う「妊娠等について悩まれている方のための相談援助事
業」等の推進にご理解・ご協力いただき感謝申し上げます。

さて、この事業は平成２６年度より、「妊産婦のメンタルヘルスケア体制の構築をめざして」として会

員各位の産科医療提供施設におけるメンタルヘルスケア向上を推進し児童虐待予備軍の減少と虐
待の問題点の社会的周知を図る活動をしております。

これらの事業の主体は臨床現場の会員各位でありますことは言うまでもないことですが、全国的に

この事業の推進が認められているとは言えません。そこで今回全国的平準化を求めて全国規模の

会議“母と子のメンタルヘルスフォーラム”を平成２７年７月５日（日）東京都において開催することに

いたしました。この会議を実り多いものにするためには、皆様方のご協力等が必須でございます。何
卒ご理解いただき、ご協力賜りますようお願い申し上げます。

そこで貴殿の施設の状況をお教えいただきたく情報提供していただくことにいたしました。誠に恐縮
ですが別紙アンケート調査票ご記入いただき、1月30日（金）までにFAXにてご回答の程よろしくお願

いいたします。

なお、本調査は、厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業）「養育支援を必要とする

家庭に対する保健医療福祉の連携に関する実践的研究」（子ども虐待防止研究班）の一部として実
施するものです。

敬具
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“母と子のメンタルヘルスフォーラム”開催のための事前アンケート調査票
都道府県名

以下の問いにお答えください

（１） 「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」に参加されていますか。
（ 参加している ・ 参加していない ・ 要対協を知らない）

（２）本会発刊の「妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル」を
利用していただいていますか
（ 利用している ・ 利用していない ・ マニュアルを知らない）

（３）昨今の産科診療においてメンタルヘルスケアの重要性が再認識されておりますが、
貴施設におけるメンタルヘルスケアにおいて支援が必要と判断された妊婦さんが過去１年間にいましたか。

（ いない ・ いた ［ ］ 人 ）

（４）上記（３）で支援が必要であった妊婦さんの状況を下記時期に分けてお教えください（過去１年間）。
妊娠期の支援例

［ ］ 人 （ 自院で管理 ・ 他院で管理 ）
分娩・産褥期（入院時）の支援例

［ ］ 人 （ 自院で管理 ・ 他院で管理 ）
新生児期（退院後一か月程度まで）の支援例

［ ］ 人 （ 自院で管理 ・ 他院で管理 ）
子どもを守る地域ネットワークに繋がった支援例

［ ］ 人
ありがとうございました。

FAX送信先 ０３－３２６９－４７３０または０３－３２６９－４７６８
公益社団法人日本産婦人科医会事務局 （担当 柳沢、水谷）

183 21 46
15

10
30 23 38

687
58 217

34

68
117 87 106

393
54

131
12

37
52 43 64

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全

国

北

海

道

・

東

北

関

東

北

陸

東

海

近

畿

中

国

・

四
国

九

州

参加している 参加していない 要対協を知らない

全国の病院＋診療所で地域ネットワークに参加している施設は、わずか14.5％（183/1263）であった。

地域ネットワークへの参加（病院＋診療所）
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利用している 利用していない マニュアルを知らない

医会が会員向けに発刊した“妊娠等について悩まれている方のための相談援助
事業連携マニュアル”を利用している施設は23.8％（300/1263）であった。

マニュアルの利用（病院＋診療所）
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いない いた 不明

支援を必要とする妊婦は、全国の病院＋診療所で56.8％（717/1263）の施設に
認められていた。

要支援妊婦の有無（病院＋診療所）
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いない 自院のみ 自院＋他院 他院のみ

妊娠期における要支援妊婦は、全国の病院＋診療所で43.5％（551/1263）の施設に
認められ、その内、自院で管理している施設は、73.7％（406/551）であった。

妊娠期の要支援妊婦（病院＋診療所）
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分娩・産褥期における要支援妊婦は、全国の病院＋診療所で41.3％（522/1263）の施設に
認められ、その内、自院で管理している施設は、83.1％（434/522）であった。

分娩・産褥期（入院期）の要支援妊婦（病院＋診療所）
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新生児期における要支援妊婦は、全国の病院＋診療所で36.7％（463/1263）の施設に
認められ、その内、自院で管理している施設は、77.5％（359/463）であった。

新生児期の要支援妊婦（病院＋診療所）
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いない いた 不明 Fisher正確検定P < 0.001 ***

要対協へ参加している施設の80.2％（146/182）が要支援妊婦を見いだし、要対協へ不参加

や要対協を知らない消極的な施設では、それぞれ53.0％（363/685）、52.9％（208/393）強
しか要支援妊婦を見いだしていない。

地域ネットワーク（要対協）への参加×要支援妊婦の有無（病院＋診療所）
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いない いた 不明 Fisher正確検定P < 0.001 ***

マニュアルを利用している施設の70.9％（212/299）が要支援妊婦を見いだし、マニュアルを利用

していない施設やマニュアルを知らない施設では、それぞれ、51.4％（308/599）、54.4％（197/362）
と低率であった。

マニュアルの利用×要支援妊婦の有無（病院＋診療所）
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区分
要支援妊婦
有無

参加
している

参加
していない

要対協を
知らない Fisher正確検定

対象施設数 183 (100.0%) 687 (100.0%) 393 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 36 ( 19.7%) 322 ( 46.9%) 185 ( 47.1%) P<0.001 ***

いた 146 ( 79.8%) 363 ( 52.8%) 208 ( 52.9%)
不明 1 (  0.5%) 2 (  0.3%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 61 ( 33.3%) 413 ( 60.1%) 240 ( 61.1%) P<0.001 ***
いた 122 ( 66.7%) 274 ( 39.9%) 153 ( 38.9%)

自院のみ 86 ( 47.0%) 206 ( 30.0%) 114 ( 29.0%)
自院＋他院 16 (  8.7%) 27 (  3.9%) 14 (  3.6%)
他院のみ 20 ( 10.9%) 41 (  6.0%) 25 (  6.4%)

分娩・産褥期（入院期） いない 66 ( 36.1%) 424 ( 61.7%) 251 ( 63.9%) P<0.001 ***
いた 117 ( 63.9%) 263 ( 38.3%) 142 ( 36.1%)

自院のみ 97 ( 53.0%) 224 ( 32.6%) 113 ( 28.8%)
自院＋他院 12 (  6.6%) 12 (  1.7%) 11 (  2.8%)
他院のみ 8 (  4.4%) 27 (  3.9%) 18 (  4.6%)

新生児期 いない 84 ( 45.9%) 445 ( 64.8%) 271 ( 69.0%) P<0.001 ***
いた 99 ( 54.1%) 242 ( 35.2%) 122 ( 31.0%)

自院のみ 77 ( 42.1%) 190 ( 27.7%) 92 ( 23.4%)
自院＋他院 14 (  7.7%) 15 (  2.2%) 8 (  2.0%)
他院のみ 8 (  4.4%) 37 (  5.4%) 22 (  5.6%)

地域ネットワークへの参加

地域ネットワークへの参加　×　要支援妊婦の有無

区分
要支援妊婦
有無

利用
している

利用
していない

マニュアルを
知らない Fisher正確検定

対象施設数 300 (100.0%) 601 (100.0%) 362 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 87 ( 29.0%) 291 ( 48.4%) 165 ( 45.6%) P<0.001 ***

いた 212 ( 70.7%) 308 ( 51.2%) 197 ( 54.4%)
不明 1 (  0.3%) 2 (  0.3%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 134 ( 44.7%) 360 ( 59.9%) 220 ( 60.8%) P<0.001 ***
いた 166 ( 55.3%) 241 ( 40.1%) 142 ( 39.2%)

自院のみ 124 ( 41.3%) 176 ( 29.3%) 106 ( 29.3%)
自院＋他院 14 (  4.7%) 27 (  4.5%) 16 (  4.4%)
他院のみ 28 (  9.3%) 38 (  6.3%) 20 (  5.5%)

分娩・産褥期（入院期） いない 147 ( 49.0%) 374 ( 62.2%) 220 ( 60.8%) P<0.001 ***
いた 153 ( 51.0%) 227 ( 37.8%) 142 ( 39.2%)

自院のみ 130 ( 43.3%) 187 ( 31.1%) 117 ( 32.3%)
自院＋他院 7 (  2.3%) 17 (  2.8%) 11 (  3.0%)
他院のみ 16 (  5.3%) 23 (  3.8%) 14 (  3.9%)

新生児期 いない 154 ( 51.3%) 407 ( 67.7%) 239 ( 66.0%) P<0.001 ***
いた 146 ( 48.7%) 194 ( 32.3%) 123 ( 34.0%)

自院のみ 115 ( 38.3%) 155 ( 25.8%) 89 ( 24.6%)
自院＋他院 12 (  4.0%) 13 (  2.2%) 12 (  3.3%)
他院のみ 19 (  6.3%) 26 (  4.3%) 22 (  6.1%)

マニュアルの利用

マニュアルの利用　×　要支援妊婦の有無
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要支援妊婦の有無
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病院と診療所における要支援妊婦の有無についてみてみると、病院と診療所における
要支援妊婦有りは、それぞれ76.4％（372/487）、44.5%（345/776）であり、診療所で有意
に低かった。

2．診療所
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妊娠期の要支援妊婦の有無
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いない 自院のみ 自院＋他院 他院のみ

病院と診療所における妊娠期の要支援妊婦の有無についてみてみると、病院と診療所
における妊娠期の要支援妊婦有りは、それぞれ61.7％（288/467）、31.1%（241/776）であ
り、診療所で有意に低かった。そのうち、自院で管理している施設は、それぞれ、86.8％
（250/288）、64.7％（156/241）であった。

2．診療所
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分娩・産褥期（入院期）の要支援妊婦の有無
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病院と診療所における入院期の要支援妊婦の有無についてみてみると、病院と診療所におけ
る入院期の要支援妊婦有りは、それぞれ61.4％（299/487）、28.7%（223/776）であり、診療所で
有意に低かった。そのうち、自院で管理している施設は、それぞれ、86.6％（259/299）、78.5％
（175/223）であった。

2．診療所
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新生児期の要支援妊婦の有無
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病院と診療所における新生児期の要支援妊婦の有無についてみてみると、病院と診療
所における新生児期の要支援妊婦有りは、それぞれ50.5％（246/487）、28.0%（217/776）

であり、診療所で有意に低かった。そのうち、自院で管理している施設は、それぞれ、
83.3％（205/246）、71.0％（154/217）であった。

2．診療所
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いない いた 不明 Fisher正確検定P < 0.001 ***

病院では、要対協へ参加している施設の93.8％（76/81）が要支援妊婦を見いだし、

要対協へ不参加や要対協を知らない消極的な施設でさえ、それぞれ74.3％（185/252）、
72.1％（111/154）要支援妊婦を見いだしていた。

地域ネットワークへの参加×要支援妊婦の有無
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診療所では、要対協へ参加している施設の68.6％（70/102）が要支援妊婦を見いだし、

要対協へ不参加や要対協を知らない消極的な施設は、それぞれ40.9％（178/435）、
40.6％（97/239）と低率であった。

2．診療所
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区分
要支援妊婦
有無

参加
している

参加
していない

要対協を
知らない Fisher正確検定

対象施設数 81 (100.0%) 252 (100.0%) 154 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 4 (  4.9%) 67 ( 26.6%) 43 ( 27.9%) P<0.001 ***

いた 76 ( 93.8%) 185 ( 73.4%) 111 ( 72.1%)
不明 1 (  1.2%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 13 ( 16.0%) 100 ( 39.7%) 66 ( 42.9%) P<0.001 ***
いた 68 ( 84.0%) 152 ( 60.3%) 88 ( 57.1%)

自院のみ 52 ( 64.2%) 125 ( 49.6%) 73 ( 47.4%)
自院＋他院 12 ( 14.8%) 18 (  7.1%) 5 (  3.2%)
他院のみ 4 (  4.9%) 9 (  3.6%) 10 (  6.5%)

分娩・産褥期（入院期） いない 14 ( 17.3%) 104 ( 41.3%) 70 ( 45.5%) P<0.001 ***
いた 67 ( 82.7%) 148 ( 58.7%) 84 ( 54.5%)

自院のみ 54 ( 66.7%) 132 ( 52.4%) 73 ( 47.4%)
自院＋他院 10 ( 12.3%) 4 (  1.6%) 2 (  1.3%)
他院のみ 3 (  3.7%) 12 (  4.8%) 9 (  5.8%)

新生児期 いない 26 ( 32.1%) 125 ( 49.6%) 90 ( 58.4%) P<0.001 ***
いた 55 ( 67.9%) 127 ( 50.4%) 64 ( 41.6%)

自院のみ 47 ( 58.0%) 105 ( 41.7%) 53 ( 34.4%)
自院＋他院 8 (  9.9%) 7 (  2.8%) 2 (  1.3%)
他院のみ 0 (  0.0%) 15 (  6.0%) 9 (  5.8%)

地域ネットワークへの参加

地域ネットワークへの参加　×　要支援妊婦の有無

１．病院

50

区分
要支援妊婦
有無

参加
している

参加
していない

要対協を
知らない Fisher正確検定

対象施設数 102 (100.0%) 435 (100.0%) 239 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 32 ( 31.4%) 255 ( 58.6%) 142 ( 59.4%) P<0.001 ***

いた 70 ( 68.6%) 178 ( 40.9%) 97 ( 40.6%)
不明 0 (  0.0%) 2 (  0.5%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 48 ( 47.1%) 313 ( 72.0%) 174 ( 72.8%) P<0.001 ***
いた 54 ( 52.9%) 122 ( 28.0%) 65 ( 27.2%)

自院のみ 34 ( 33.3%) 81 ( 18.6%) 41 ( 17.2%)
自院＋他院 4 (  3.9%) 9 (  2.1%) 9 (  3.8%)
他院のみ 16 ( 15.7%) 32 (  7.4%) 15 (  6.3%)

分娩・産褥期（入院期） いない 52 ( 51.0%) 320 ( 73.6%) 181 ( 75.7%) P<0.001 ***
いた 50 ( 49.0%) 115 ( 26.4%) 58 ( 24.3%)

自院のみ 43 ( 42.2%) 92 ( 21.1%) 40 ( 16.7%)
自院＋他院 2 (  2.0%) 8 (  1.8%) 9 (  3.8%)
他院のみ 5 (  4.9%) 15 (  3.4%) 9 (  3.8%)

新生児期 いない 58 ( 56.9%) 320 ( 73.6%) 181 ( 75.7%) P=0.002 **
いた 44 ( 43.1%) 115 ( 26.4%) 58 ( 24.3%)

自院のみ 30 ( 29.4%) 85 ( 19.5%) 39 ( 16.3%)
自院＋他院 6 (  5.9%) 8 (  1.8%) 6 (  2.5%)
他院のみ 8 (  7.8%) 22 (  5.1%) 13 (  5.4%)

地域ネットワークへの参加

地域ネットワークへの参加　×　要支援妊婦の有無

2．診療所
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マニュアルの利用×要支援妊婦の有無

病院では、マニュアルの利用している施設の85.3％（93/109）が要支援妊婦を見いだし、

マニュアルの利用していないや知らない消極的な施設でさえ、それぞれ73.9％（167/226）、
73.7％（40/112）要支援妊婦を見いだしていた。

１．病院
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診療所では、マニュアルの利用している施設の62.3％（119/191）が要支援妊婦を見いだし、

マニュアルの利用していないや知らない消極的な施設でさえ、それぞれ38.1％（143/375）、
40.5％（85/210）要支援妊婦を見いだしていた。

2．診療所
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53

区分
要支援妊婦
有無

利用
している

利用
していない

マニュアルを
知らない Fisher正確検定

対象施設数 109 (100.0%) 226 (100.0%) 152 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 15 ( 13.8%) 59 ( 26.1%) 40 ( 26.3%) P=0.025 *

いた 93 ( 85.3%) 167 ( 73.9%) 112 ( 73.7%)
不明 1 (  0.9%) 0 (  0.0%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 30 ( 27.5%) 84 ( 37.2%) 65 ( 42.8%) P=0.039 *
いた 79 ( 72.5%) 142 ( 62.8%) 87 ( 57.2%)

自院のみ 68 ( 62.4%) 110 ( 48.7%) 72 ( 47.4%)
自院＋他院 8 (  7.3%) 20 (  8.8%) 7 (  4.6%)
他院のみ 3 (  2.8%) 12 (  5.3%) 8 (  5.3%)

分娩・産褥期（入院期） いない 31 ( 28.4%) 87 ( 38.5%) 70 ( 46.1%) P=0.015 *
いた 78 ( 71.6%) 139 ( 61.5%) 82 ( 53.9%)

自院のみ 70 ( 64.2%) 117 ( 51.8%) 72 ( 47.4%)
自院＋他院 4 (  3.7%) 10 (  4.4%) 2 (  1.3%)
他院のみ 4 (  3.7%) 12 (  5.3%) 8 (  5.3%)

新生児期 いない 41 ( 37.6%) 116 ( 51.3%) 84 ( 55.3%) P=0.014 *
いた 68 ( 62.4%) 110 ( 48.7%) 68 ( 44.7%)

自院のみ 61 ( 56.0%) 92 ( 40.7%) 52 ( 34.2%)
自院＋他院 5 (  4.6%) 7 (  3.1%) 5 (  3.3%)
他院のみ 2 (  1.8%) 11 (  4.9%) 11 (  7.2%)

マニュアルの利用

マニュアルの利用　×　要支援妊婦の有無
１．病院

54

区分
要支援妊婦
有無

利用
している

利用
していない

マニュアルを
知らない Fisher正確検定

対象施設数 191 (100.0%) 375 (100.0%) 210 (100.0%)
全ての要支援妊婦 いない 72 ( 37.7%) 232 ( 61.9%) 125 ( 59.5%) P<0.001 ***

いた 119 ( 62.3%) 141 ( 37.6%) 85 ( 40.5%)
不明 0 (  0.0%) 2 (  0.5%) 0 (  0.0%) ＜不明を除く＞

妊娠期 いない 104 ( 54.5%) 276 ( 73.6%) 155 ( 73.8%) P<0.001 ***
いた 87 ( 45.5%) 99 ( 26.4%) 55 ( 26.2%)

自院のみ 56 ( 29.3%) 66 ( 17.6%) 34 ( 16.2%)
自院＋他院 6 (  3.1%) 7 (  1.9%) 9 (  4.3%)
他院のみ 25 ( 13.1%) 26 (  6.9%) 12 (  5.7%)

分娩・産褥期（入院期） いない 116 ( 60.7%) 287 ( 76.5%) 150 ( 71.4%) P<0.001 ***
いた 75 ( 39.3%) 88 ( 23.5%) 60 ( 28.6%)

自院のみ 60 ( 31.4%) 70 ( 18.7%) 45 ( 21.4%)
自院＋他院 3 (  1.6%) 7 (  1.9%) 9 (  4.3%)
他院のみ 12 (  6.3%) 11 (  2.9%) 6 (  2.9%)

新生児期 いない 113 ( 59.2%) 291 ( 77.6%) 155 ( 73.8%) P<0.001 ***
いた 78 ( 40.8%) 84 ( 22.4%) 55 ( 26.2%)

自院のみ 54 ( 28.3%) 63 ( 16.8%) 37 ( 17.6%)
自院＋他院 7 (  3.7%) 6 (  1.6%) 7 (  3.3%)
他院のみ 17 (  8.9%) 15 (  4.0%) 11 (  5.2%)

マニュアルの利用

マニュアルの利用　×　要支援妊婦の有無2．診療所
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１．要支援妊婦が有の産科医療機関（病院＋診療所）は、全国で56.8％であり、北海道
から九州までの７ブロック間でもほぼ同様の傾向であった。

２．要支援妊婦発見の時期を妊娠期、分娩・産褥期、新生児期に分けるとその施設数は
徐々に減少していた。また、これら要支援妊婦の管理は70％以上の施設で自院管理
がされていた。

３．地域ネットワークへの参加や医会発刊のマニュアルを利用している積極的な施設は、
消極的な施設に比し有意に要支援妊婦を発見していた。

４．病院と診療所別の要支援妊婦の有無は、それぞれ76.4％（372/487）、44.5%（345/776）
であり、診療所で有意に低かった。この傾向は妊娠期、分娩・産褥期、新生児期でも
同様であった。

５. 病院と診療所別の要対協への参加と要支援妊婦の有無に関するクロス集計結果にお
いて、要対協へ参加している病院と診療所では、それぞれ93.8％（76/81）、 68.6％
（70/102）が要支援妊婦を見いだし、診療所で有意に低かった。

まとめ(アンケート結果より）

医会の“母と子のメンタルヘルス”に対する
ACTION ＆ ACTION PLAN
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1. 妊産婦メンタルヘルスに関して、学会・医会合同委員会（委員
長:竹田省順天堂大学教授）を開催した。その目的は、産婦人
科診療ガイドラインに妊産婦メンタルヘルスを記載して産婦人
科医に周知する。また、その具体的な内容を基に、今後、妊婦
健診料の増額を要望する。

2. 産科医療機関に、妊婦の心のケアを専門的に担当出来る（心

理療法士等）保健師、助産師を養成・配置するために経済的援

助を要望する。

3. 産後２週と４週の母子カウンセリングの公費による導入を要望

する。

4. 精神科より妊産婦のメンタルヘルスに関する保険診療と保険点

数申請のための要望書を作成する。

5. 産婦人科と精神科の周産期メンタルヘルスネットワークを日本全

国で構築し、予約なしでも診療が可能となる体制を確立する。

（東京医科歯科大学精神科が中心となりネットワーク作りを計画

中）。

6. 日本全国の各大学病院や総合病院の精神科に、周産期メンタ

ルヘルスの外来専門診療部門を設立し、さらに精神科ベットを常

設し、精神科的救急妊婦の搬送を受け入れる体制を作る。

7. 妊婦に向精神薬を処方する場合、胎児と新生児への影響に関し

て、産婦人科医も精神科医も、適切な薬剤の適切量を、安心して

投与することを習得する。

58
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8. 精神科専門医が指導者となり、精神疾患をもった妊産婦を
支援する産婦人科医等の医療関係者や行政機関の職員
の教育・研修を実践するため、全国に教育研修機関を整備
する。

9. 精神疾患を有する妊婦のその後の評価の指標作りとフォ
ローアップ体制の具体的手法を構築する。

“母と子のメンタルヘルスフォーラム”

• 日本産婦人科医会主催の学会を開催

• 全国の分娩取扱い機関の、妊産婦メンタル
ヘルスへの取組を発表

• 日時：平成27年7月5日（日） 9:00～16:20
• 場所：品川プリンスホテル


